
＜背景＞

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（建議）
の概要

東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・
学術政策の在り方について
（平成25年１月建議）

・「社会のための，社会の中の科学技術」等の観点
・地震研究等について，人文・社会科学も含めた
研究体制の構築など総合的かつ学際的な推進
など

外部評価 （平成24年10月）

個々の研究の中には，世界をリードする研究も
含まれ，学術的には高く評価。

一方，改善すべき点として，以下が挙げられる。
・国民の命を守る実用科学としての研究を推進
・低頻度・大規模な地震・火山噴火研究の充実
・中・長期的な研究目標の設定 など

地震火山現象予測のための観測研究

地震火山現象の解明のための観測研究

地震及び火山噴火予知のための観測研究計画（平成21～25年度）
（平成20年7月建議） ・地震予知研究と火山噴火予知研究の統合

推進体制の
整備

研究基盤の
開発・整備

関連研究分野と
の連携の強化

社会との共通理
解の醸成と災害

教育

人材の育成
国際共同研究・
国際協力

④研究を推進するための体制の整備

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画
●計画（平成26年～30年度）のポイント

長期的な視点に立ち，以下のように地震火山観測研究計画を災害科学の一部として推進する方針に転換。その最初の５年間と位置付ける。

・地震や火山噴火の現象を理解し，地震や火山噴火の発生を予測するほかに，地震動，津波，降灰，溶岩噴出などの災害の直接的な原因（災害誘因）の
発生・推移を予測し，防災・減災に貢献する計画。

・これらの研究を実施するために，地震学・火山学を中核として，そのほかの理学，工学，人文・社会科学分野と連携し，総合的かつ学際的研究として推進。

・例えば，東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山に関して，下記の①～④の項目を含む横断的な研究として実施。

防災・減災に貢献することを目指し，地震や火山噴火の発生か
ら災害に至るまでの過程を史料，地質調査，観測記録から理
解し，地震動，津波，降灰などの災害誘因の予測の研究を推
進。

・地震・火山噴火の災害事例の研究
・地震・火山噴火の災害発生機構の解明
・地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化
・地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化
・地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

③地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究②地震・火山噴火の予測のための研究

地震や火山噴火現象の科学的理解を踏まえ，地震発生や火
山噴火，地震活動や火山活動の予測の研究を推進する。

・地震発生長期評価手法の高度化
・モニタリングによる地震活動予測
・先行現象に基づく地震活動予測
・事象系統樹の高度化による火山噴火予測

①地震・火山現象の解明のための研究

地震や火山噴火を科学的に理解するための基礎的な観測研
究を推進。特に，低頻度で大規模な現象の理解のため，史料,
考古,地質データも活用。

・地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の
収集と整理
・低頻度大規模地震・火山現象の解明
・地震・火山噴火の発生場の解明
・地震現象のモデル化
・火山現象のモデル化

新たな観測技術の開発

※計画の実施機関 文部科学省・総務省・経済産業省・国土交通省所管の大学・独立行政法人等

超巨大地震とそれに起因する現象解明・予測の
ための観測研究



災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究実施の体制

拠点間連携共同研究

国立大学法人・私立大学等

参加

国内外の研究者

共同研究・研究参加・シンポジウム参加

拠点間連携公募研究

・研究計画の進捗状況の把握
成果の取りまとめ

予知協議会企画部長が委員として
参加。研究成果の取りまとめの実
務は予知協議会企画部が実施し，
委員会で審議

北海道大学理学研究院
弘前大学理工学研究科
秋田大学国際資源研究科
東北大学理学研究科
東京大学理学系研究科
東京大学地震研究所
東京大学史料編纂所
東京大学大気海洋研究所
東京工業大学火山流体研究センター
新潟大学災害・復興科学研究所
名古屋大学環境学研究科
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
高知大学理学部
鳥取大学工学研究科
九州大学理学研究院
鹿児島大学理工学研究科
東海大学海洋研究所
立命館大学理工学研究機構
国立文化財機構奈良文化財研究所

災害の軽減に貢献する
ための地震火山観測
研究計画実施機関

地震火山部会
災害の軽減に貢献するための
地震火山観測研究計画の
企画・立案，進捗状況の把握

地震火山観測研究
レビュー委員会

災害の軽減に貢献するための地震火山
観測研究計画の総括的自己点検

東京大学地震研究所
（全国共同利用研究所）

地震・火山噴火予知研究協議会

京都大学防災研究所
（全国共同利用研究所）

科学技術・学術審議会
測地学分科会

防災科学技術研究所
海洋研究開発機構
情報通信研究機構
産業技術総合研究所地質調査総合センター
海上保安庁海洋情報部
国土地理院
気象庁
北海道立総合研究機構地質研究所
山梨県富士山科学研究所

行政機関・国立研究開発法人等

公募研究

参加

赤字は現行計画からの新規
取組，新規参加機関



災害誘因と災害素因

災害には，災害を起こす素因と誘因がある
災害誘因（ハザード） ･･･地震動・津波・火山灰・溶岩噴出等
災害素因（災害をもたらす原因）･･･曝露量，脆弱性，回復力
地震や火山噴火による災害は、災害誘因が災害素因へ作用することによって生じる

地震・火山噴火を軽減するためには，災害を予測して，それに備えることが
基本であることから，今後の計画は，災害誘因の予測に基づき災害の軽減
に貢献することを最終的な目標と位置付け。

●災害誘因と災害素因の関係

危険度＝想定被害（人的経済的損失） ＝

災害誘因

ハザード
（地震力・津波力）

地震動（ゆれ）

津波
火山灰・溶岩噴出

自然現象の力

×
曝露量

人口・

建物の集積

災害素因

×
脆弱性
建物・土木構造物

の非耐震性

÷
回復力
社会の災害からの

回復力

社会・組織の特性
／



４つの分野横断型研究

災害科学の発展への貢献や，発生した場合の社会への影響の甚大さを考慮して，地
震・火山噴火予知協議会に総合研究グループを組織して分野横断型の研究を実施

首都直下地震東北地方太平洋沖地震

余効変動と粘弾性
構造モデル

房総沖ゆっくり滑り

南海トラフ巨大地震
プレート沈み込みに
よる地殻変動

桜島火山噴火
噴火シナリオを利用
した防災訓練



拠点間連携共同研究

○参加者募集型共同研究

地震・火山災害の軽減へ
の貢献を目的とした研究

地震・火山研究 防災研究

連携

南海トラフ巨大地震のリスク評価研究

拠点間連携共同研究委員会

地震・火山噴火予知協議会

地震火山科学研究
コミュニティ－

東京大学地震研究所

自然災害研究協議会

京都大学防災研究所
拠点間連携協定

課題募集型共同研究の公募
参加者募集型共同研究の公募

防災研究
（理学・工学・人文・社会学科）

コミュニティ－
学術コミュニティ－

○課題募集型共同研究


